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２Ｆ１９ 

気候工学の超学際シナリオ研究の意義と課題 

 

 
○杉山昌広（東京大学），朝山慎一郎（早稲田大学），小杉隆信（立命館大学），石井敦（東北大学） 

 

 

 
１．気候工学とパリ協定 

  2015 年 12 月に合意され 2016 年 11 月に発効したパリ協定によって，国際社会の地球温暖化対策は新

たな段階に入った。パリ協定では長期的に全球平均気温上昇を 2 度より十分低い水準に抑え，1.5 度に

抑える努力をすることが盛り込まれた。気候変動対策は待ったなしの状態であるが，パリ協定の下で各

国が提出している自国の気候変動対策(Nationally Determined Contributions)を積み上げると，2030

年の温室効果ガス排出量は現状から減少するどころか若干増加傾向にあり，またその延長線上では 2100

年の気温上昇は 2.9-3.4 度だと推測されている(UNEP, 2016)。現状の努力水準と長期目標からの乖離が

激しいのである。 

 こうした状況見るに，劇薬とも捉えられる新たな地球温暖化対策に関心が高まってきている。気候工

学（またはジオエンジニアリング）(climate engineering / geoengineering)は人工的に大規模に地球

システムに介入して地球温暖化対策とするものである。大まかに分類すれば，大気から二酸化炭素を回

収する二酸化炭素除去(carbon dioxide removal, CDR)と，太陽からの入射エネルギーを減らして地球

の温度上昇を抑える太陽放射管理(solar radiation management, SRM)がある。気候工学は様々な研究

によって一定の効果が確かめられているが，副作用や政治的・倫理的課題など様々な問題が提示されて

いる。（なお著者らは推進的な立場を取らず，中立的な観点から研究を進めている。） 

 気候工学の中でも特に関心を呼んでいるのが太陽放射管理，中でも成層圏エアロゾル注入

(stratospheric aerosol injection, SAI)である。SAI は比較的実施コストが低く，即効性があるが，

一方でガバナンスや倫理的側面など，政治的・社会的な問題は枚挙にいとまがない（以下，本稿では太

陽放射管理に限って議論し，気候工学と太陽放射管理を区別せずに使う）。表１に気候工学の便益とリ

スクをまとめる。 

 気候工学は 科学的な裏付けがあるものの研究開発の段階としては上流の段階にあり，萌芽技術の一

つとして考えられる。 世界経済フォーラムの 2017 年のグローバル・リスク・レポートによれば，気候

工学は人工知能やゲノム編集等と同様リスクが高い技術と位置づけられている(World Economic Forum, 

2017)。ただ他の萌芽技術に比べるとローテクなのが特徴である。 

 

２．責任あるイノベーションと気候工学 

 過去の科学技術関連の問題の教訓を踏まえて、欧米では先端技術の研究開発の上流段階から一般市民

やステークホルダーの希望・懸念を反映して技術開発を方向付けていくことが望ましいとされている。

こうした考えを責任あるイノベーション(responsible innovation)という言葉でまとめることができ

る（邦文の解説として平川, 2014)。Stilgoe et al. (2013)は責任あるイノベーションを"taking care 

of the future through collective stewardship of science and innovation in the present"と定義

する．欧州連合の 2014 年から 2020 年の研究開発枠組み Horizon 2020 においても政策の支柱の一つと

して盛り込まれている(Owen et al., 2012)。 

 科学と社会の関係については，最近では遺伝子組み換え食品などについて多大な議論があった。日本

でも 311 に以降顕在化した，社会における原子力発電技術の役割は多くのところで議論されている。し

かし，こうした技術はすでに開発が完了しており，技術とそれを取り巻く社会的制度・アクターは強固

にできあがっている。 そこには明確な利害があり，技術のあり方を変えることは直接的に政治に繋が

っていく。 

 上流段階の技術はアクターも利害も固定化されておらず，技術自体様々な可能性を有する。上流段階

でも技術を方向付けることは政治的な行為であることは間違いないが，利害関係は弱く，広く討論を行

うことで望ましい技術のあり方を模索することは可能かもしれない。 
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表１．成層圏エアロゾル注入のリスクと便益（Robock et al. 2009 の表 1の暫定訳に加筆）． 

便益 リスク 

1. 地球の冷却 

2. 氷床融解の阻止 

3. 海面上昇の阻止 

4. 植物生産量の増進 

5. 効果に即効性があ

る 

6. CO2 吸収源（森林な

ど）の増大 

7. 直接の実施費用が

安価で済む可能

性が非常に大き

い 

1. アフリカとアジアにおける旱魃の

増加 

2. オゾン層破壊の進行 

3. 青い空が見られなくなる 

4. 太陽熱・集光型太陽光発電量の減少

5. 海洋酸性化の進行は止められない 

6. 実施による直接的な環境影響 

CO2 排出の増大；大気中の酸性化

物質を増大させ，大気汚染被害が

拡大する恐れがある。 

7. 止めた場合に急激に温暖化してし

まう 

終端問題と呼ばれる問題であり，

いったん SAI を実施した場合，そ

れを止めてしまうと，急激な温暖

化が起きることを指す。 

8. 人為的ミスの危険性 

9. 予知できない悪影響 

10. 商業的コントロールにさらされる

危険性 

11. 軍事技術に転用される危険性 

12. 既存の国際法への抵触 

「環境変更技術の軍事的使用ま

たはその他の敵対的使用の禁止

に関する条約」などに抵触する可

能性がある。 

13.  最適な温度に関する国際合意は

得られるのか 

14.  モラルハザード 

SAI の実現可能性や実際に実施さ

れることによって，根本的な解決

法である温室効果ガスの削減意

欲が削がれることをいう。 

15.  地上からの天体観測ができなく

なる 

16.  そもそも人間の都合で地球を改

変することが倫理的にどの程度

まで許されるのか 

 

 もちろん将来の技術は非常に予測が難しいため，社会的に技術をコントロールすることは，コリング

リッジのジレンマ（技術を社会的に制御できる早い段階では技術自体の影響が分からず，技術の影響が

顕在化するときには技術が固定化されていて変更が難しい）を避けることはできない。したがって，責

任あるイノベーションは理念としては望ましいものの，実践上の多くの課題がある。 

 

３．気候工学のアセスメントとシナリオ研究  

 具体的に気候工学の社会選択を考えるには，社会の選択とそれに伴う便益リスクの総合的な評価，ア

セスメントが必要になる。地球温暖化問題では長年にわたって（多くの場合定量的なモデルを用いた）

シナリオ研究がアセスメントの際に中心的な役割を果たしてきた （Moss et al. 2010)。 

 表１にまとめた便益とリスクの多くもシナリオ研究によって分析されてきた。特に有用な知見をもた

らしたのが気候変動に関する政府間パネル(Intergovernmental Panel on Climate Change, IPCC)とも

関連し進められた気候モデル・地球システムモデルの国際モデル研究プロジェクト，GeoMIP 

(Geoengineering Model Intercomparison Project)である(Kravitz et al., 2013)。世界から多くの研

究機関が参加し，理想化された設定に基づき，気候工学を実施したときの気候の変化，大気・海洋の変

化などをモデルによって計算した。一連の研究によって以下のことなどが分かった。 

1. 気候工学は地球全体の平均気温の上昇を抑えることは可能であり，熱波や豪雨などの発生頻度

も抑制できる。 

2. しかしながら地球温暖化を完全に相殺することはできず，降水量の地域分布が変わったりする。 

3. 太陽放射管理は二酸化炭素の濃度をそもそも減らさないため，二酸化炭素の直接的な影響（例

えば海洋酸性化）などを止めることはできない。 

4. 太陽放射管理を突然停止した場合は，それまで相殺されていた温室効果が突如現れることにな

り，気温が非常に速いスピードで上昇する（終端問題）。 

なお，2021 年から 2022 年にかけて報告される IPCC 第 6 次評価報告書に向けて，新たな GeoMIP プロジ

ェクトが現在進行中である。 

 しかしながら，GeoMIP は自然科学的な目的が重要視され，その知見は必ずしも直接的に政策論議に利

用できない。後述するように GeoMIP では終端問題の影響が過大評価されている可能性がある。 

 そもそも気候工学の社会選択とはどのようなものだろうか？一つの試案として 4 段階に分けて考え

る。 

● 1 段階：気候リスク管理と持続可能な開発 
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○ 気候リスクとその他の持続開発な開発目標とのバランス 

● 2 段階：気候工学の選択肢 

○ 成層圏エアロゾル注入なのか，海洋上の雲の白色化なのか，その組み合わせか 

● 3 段階：気候工学の利用方法 

○ 大規模に使うか，小規模に使うか 

○ 緊急時のみ使うのか，徐々に使うのか 

○ 短期的に使うのか（温度上昇のスピード抑制に使う） 

長期的に使うのか（温度自体の長期に渡る抑制に使うのか） 

● 4 段階：詳細な技術的選択 

○ 散布物質として硫酸塩エアロゾルを使うのか，酸化チタンなどを使うのか 

 GeoMIP は気候モデルにおける S/N 比(signal-to-noise ratio)を上げるために大きな放射強制力を利

用した。この場合，気候工学自体の便益（温度低下）も大きくなるが，副作用も大きくなる。終端問題

の温度上昇も単純に比例して大きくなると考えられる(Sugiyama et al., 2017a)。 

 しかし，社会選択の第 1段階を見ると，各国政府はパリ協定に合意し，その取り組みは不十分とはい

え対策は行われている。また低炭素技術のコスト低下は目覚ましく，太陽光発電など今までの温暖化対

策シナリオ研究を超えるスピードで社会的に普及し始めている技術もある（Creutzig et al., 2017)。

したがって今までの GeoMIP のように気温上昇を大幅に抑えるといったシナリオは現実性が薄れつつあ

る。 

 実際，いくつかの研究では気温低下を限定的に行うことで気候工学の副作用を抑えるといったシナリ

オも提案されている(Kosugi, 2013; Keith & MacMartin, 2015; Arino et al., 2016)。 

 

４．超学際シナリオ研究の必要性  

 地球温暖化問題においては過去同様，今後もシナリオ研究の重要性が低下することはないだろう。 そ

してこれは気候工学にも当てはまると考えられる。違ってシナリオ研究はより社会選択を助ける方向に

拡張されていくべきであろう。  

 一つの可能性は超学際的なシナリオ研究である。持続可能性の科学（sustainability science)と科

学技術社会論(science, technology, and society, STS)の交点において，最近，超学際研究

(transdisciplinary research)の必要性が叫ばれれている。超学際研究は，学術研究自体が学際的に行

われ，これと同時並行で，一般市民やステークホルダーの関心や懸念・知識を研究に取り込んでいくも

のと理解できる(Lang et al., 2012)。シナリオ研究を超学際的に行うことでより多くの分野の知見を

反映し， 同時に一般市民やステークホルダーの意見を取り込むことができると考えられる。気候工学

は科学的不確実性が高く社会への影響も大きいため，超学際研究が求められる(Sugiyama et al., 

2017b)。 

 前節で限定的に気候工学を用いるシナリオについて言及したが，この導入方法を適用すれば終端問題

のリスクが抑えられることは確かであるが，今までと違うバナンスの問題が出てくると考えられる。そ

もそも大規模技術を導入すると既得権益集団が生まれ，拡大を一般的に目指すものである。大規模技術

である気候工学を抑制的に実施することはそもそも可能なのであろうか。もし可能であれば，それはど

のようなガバナンスの枠組みに基づくのであろうか。こうした問いに対してはシナリオ研究とガバナン

ス研究を同時並行で行うことで，以前の研究に比べてより本質的な知見を得ることができるであろう。 

 またシナリオ研究と一般市民へのアンケート調査やステークホルダーとの対話を組み合わせること

で， 技術の社会選択とそれに伴う影響評価が整合的に分析できると考えられる。以前の一般市民に対

するアンケート調査や インタビュー調査では， 多くの回答者が温室効果ガス削減策（ 緩和策）が最重

要であると指摘し気候工学が緩和策の動機を削いでしまうのではないかという懸念が示されている。し

かし，パリ協定の下で温暖化対策が進み，緊急時対応として限定的に導入されると言う場合は，一般市

民はどの様に反応するであろうか。倫理的な観点から強く反対するかもしれないし，緊急時対応として

許容するかもしれない。いずれにせよ，実際の社会の進展に即した社会調査は僅少である（例外として

政策論議が盛んに行われている自然環境での屋外実験に関するフォーカス・グループ・インタビュー 

(Asayama et al., 2017)や同じく屋外実験に関連した行われた研究(Pidgeon et al., 2013)などがあ

る）。 

 参加型シナリオ研究は 地域の環境計画などの文脈で既に多数行われている(Kowalski et al., 2009; 

Voinov et al., 2016)。地球規模の課題である気候工学は，気候変動の影響を最も受けやすい発展途上
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国や貧しい人々も対話すべきであり，さらに多くの異なる文化や価値観を前提に進めなければならない。

学術的に非常に難しいことは勿論であるが，気候工学の責任あるイノベーションを進めるためには，こ

うした研究の拡充は不可欠であろう。 
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